
（２）委員会の状況
本県議会には、本会議における審議の予備的審査及び調

査機関として、総務企画委員会、経済労働委員会、文教厚生
委員会、土木環境委員会の４つの常任委員会と議会運営委
員会が設置されています。また、これまで特別委員会として「海
洋博」「米軍基地関係」「交通方法変更対策」「国民体育大会
対策」「交通・エネルギー対策」「観光・交通・エネルギー対
策」「観光振興・環境保全対策」「新石垣空港対策」「厚生年
金格差是正対策」「軍用地返還・跡利用対策」「沖縄振興対策」
｢新石垣空港建設促進｣ ｢沖縄振興｣ ｢観光振興・新石垣空港
建設促進｣ ｢少子・高齢対策｣ ｢沖縄振興・那覇空港整備促
進｣ ｢公共交通ネットワーク｣「識名トンネル工事契約問題調査」
｢辺野古埋立承認問題等調査｣ ｢公有水面埋立事業における埋
立用材に係る外来生物の侵入防止に関する｣ ｢子どもの未来応
援｣ ｢新沖縄振興・公共交通ネットワーク｣「予算」及び「決算」
が設置されてきました。

なお、2022（Ｒ４）年度において設置されている委員会の
所管事項等は次のとおりとなっています。 　  
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３ 議会の概要

（1）議会の活動状況
県議会は、毎年、２月、６月、９月及び 11 月（2004（Ｈ

16）年までは 12 月）に招集される「定例会」と、臨時の必要
がある場合に特定の事件に限ってこれを審議するために随時
招集される「臨時会」があります。

復帰後の第１回の沖縄県議会は、1972（Ｓ 47）年の復帰
の日（５月15 日）の午前６時に招集された臨時会です。この
議会は、復帰時にぜひとも制定が必要とされる条例や予算を
審議するために開会されたものでした。そのとき、知事から提
出された議案は、条例 89 件、3.5 カ月分の一般会計暫定予
算外 11 件の予算及び３件の議決事件があり、そのうち条例１
件が審議未了となり、その他は全て可決されました。また、議
員提出議案は、条例２件と会議規則１件が可決されました。

復帰後の議会の開会状況は、表１のとおりですが、本県
の場合、この 50 年間で定例会だけしか開かれなかった年は
2000（Ｈ12）年、2007（Ｈ19）年及び 2008（Ｈ 20）年だ
けで、それ以外の年は臨時会が１回以上開会されている状況
です。その中で、臨時会の開会回数が最も多い年は、1977（Ｓ
52）年の８回で、次いで 1972（Ｓ 47）年、1979（Ｓ54）年、
1982（Ｓ57）年の７回となっています。これらの臨時会の多く
は、米軍基地から派生する事件・事故等に議会として対応す
るため開かれたもので、本県の特殊事情によるものです。 

（2）議案等処理状況
ア 議案処理状況

議会において審議される議案には、「予算」「条例」「議決事件」
「決算」「意見書」「決議」「規則」等があります。

沖縄県議会において、1972（Ｓ 47）年から 2021（ 2021（Ｒ
３）年までに提出された議案は 9,052 件であり、その処理状
況は表２のとおりとなっています。

　

イ 請願及び陳情処理状況
米民政府の布令・布告の下での「請願」及び「陳情」を

行ってきた県民は、復帰後、憲法及び地方自治法に基づいて
県民に認められた権利の一つである「請願」及び「陳情」を
提出することができるようになりました。沖縄県議会において、
1972（Ｓ 47）年から 2021（Ｒ３）年までに提出された「請願」
は292件であり、そのうち167件が採択されています。また、「陳
情」については１万 2,647 件が受理され、7,718 件が採択さ
れています。これらの処理状況は、表３のとおりとなっています。

ウ 意見書・決議状況
本県の当面する諸問題の解決を図るため、関係機関に提

出した意見書の総件数は、708 件あります。また、決議は、
426 件となっており、合わせて 1,134 件になっています。その
意見書及び決議のうちで最も多いのは米軍基地関係の 492 件

（43.4％）であります。（表４）
本県議会が復帰後に対応した主な意見書及び決議は、表５

のとおりとなっています。
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おわりに
1972（Ｓ 47）年５月15 日の復帰以来、50 年が経過し、

県議会議員選挙も13 回を数えました。
その間、本県は５次にわたる沖縄振興開発計画・沖縄振興

計画を中心とする振興策によって、全県的な基盤整備や人材
育成をはじめとする多くの事業が展開され、各方面において大
きな進展をみています。

時代は地方分権改革のさなかにあって、地方自治を取り巻
く環境は大きく変化しており、共に県民の直接選挙により選出
された知事と議会が対等で切磋琢磨の関係にある二元代表制
の一翼を担う議会の果たすべき役割と責務は、これまで以上
に増大しています。その中で、県民の代表としての沖縄県議会
には、その自主性と独自性を確保しながら、行政の監督と審議
という権能を発揮するとともに、知事等執行機関との関係を新

たに構築し、共通の目標である県民福祉の向上及び県勢の発
展に尽力することが求められています。

このような中、復帰 40 周年に当たる2012（Ｈ 24）年、沖
縄県議会は、議会の基本理念、議員の責務及び活動原則、
議会運営の原則等を定め、議会及び議員の役割を明らかにす
るとともに、県民と議会との関係、知事等執行機関と議会との
関係等、議会に関する基本的事項を定めることにより、議会
がその機能を高め、県民の負託に的確に応え、もって県民福
祉の向上及び県勢の発展に寄与することを目的とする「沖縄県
議会基本条例」を制定しました。

沖縄県議会は、自ら定めた沖縄県議会基本条例のもと、次
の 50 年に向かって今後ともなお一層、日本国憲法及び地方自
治法に基づく議事機関、県民を代表する機関としての役割を
果たしていきます。

沖縄県議会のあゆみ沖縄県行政のあゆみ

260 261

おわりに
1972（Ｓ 47）年５月15 日の復帰以来、50 年が経過し、

県議会議員選挙も13 回を数えました。
その間、本県は５次にわたる沖縄振興開発計画・沖縄振興

計画を中心とする振興策によって、全県的な基盤整備や人材
育成をはじめとする多くの事業が展開され、各方面において大
きな進展をみています。

時代は地方分権改革のさなかにあって、地方自治を取り巻
く環境は大きく変化しており、共に県民の直接選挙により選出
された知事と議会が対等で切磋琢磨の関係にある二元代表制
の一翼を担う議会の果たすべき役割と責務は、これまで以上
に増大しています。その中で、県民の代表としての沖縄県議会
には、その自主性と独自性を確保しながら、行政の監督と審議
という権能を発揮するとともに、知事等執行機関との関係を新

たに構築し、共通の目標である県民福祉の向上及び県勢の発
展に尽力することが求められています。

このような中、復帰 40 周年に当たる2012（Ｈ 24）年、沖
縄県議会は、議会の基本理念、議員の責務及び活動原則、
議会運営の原則等を定め、議会及び議員の役割を明らかにす
るとともに、県民と議会との関係、知事等執行機関と議会との
関係等、議会に関する基本的事項を定めることにより、議会
がその機能を高め、県民の負託に的確に応え、もって県民福
祉の向上及び県勢の発展に寄与することを目的とする「沖縄県
議会基本条例」を制定しました。

沖縄県議会は、自ら定めた沖縄県議会基本条例のもと、次
の 50 年に向かって今後ともなお一層、日本国憲法及び地方自
治法に基づく議事機関、県民を代表する機関としての役割を
果たしていきます。

沖縄県議会のあゆみ沖縄県行政のあゆみ

260 261




